
 

 

多賀城市放課後子ども教室推進事業について 

令和元年１０月現在 

１ 事業の目的 

放課後や週末、長期休業期間等に、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の

参画を得て、子どもたちの学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施することにより、子

どもたちが地域の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するもの 

２ 活動内容 

活動の中心は、子どもたちの自主的な学習や遊び。学習（宿題や自主学習）やスポーツ、自由遊び、スタ

ッフの方々との交流活動、イベントで講師を招いての体験学習等、幅広い多くの活動が行われている。 

３ 活動日時 

・ 月・水・金曜日（概ね週に３回）：授業終了後～１６時３０分 

・ 長期休業期間中・休日     ：午前中（９時～１１時３０分） 

４ 登録状況（令和元年１０月１５日現在） 

(1) 多賀城小学校 

・ 活動場所  ：多目的ホール、校庭 

・ 運営スタッフ：１５人 

・ 登録児童  ：１００人（うち放課後児童クラブ利用者 ４７人）  

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

男 １７ １４ ７ ７ ０ １ ４６ 

女 １９ １７ ６ ４ ４ ４ ５４ 

計 ３６ ３１ １３ １１ ４ ５ １００ 

(2) 多賀城八幡小学校 

・ 活動場所  ：生活科室、校庭 

・ 運営スタッフ：１０人  

・ 登録児童  ：７０人（うち放課後児童クラブ利用者 ２５人） 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

男 １２ １２ ６  ４ ２ ２ ３８ 

女  ７ １３ ５ １ ４ ２ ３２ 

計 １９ ２５ １１ ５ ６ ４ ７０ 

(3) 多賀城東小学校 

・ 活動場所  ：視聴覚室、校庭 

・ 運営スタッフ：１０人  

・ 登録児童  ：７５人（うち放課後児童クラブ利用者 ３５人） 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

男 ７  ８  ６ ６ １ ０ ２８ 

女 ８  ２５ ４ ４ ６ ０ ４７ 

計 １５ ３３ １０ １０ ７ ０ ７５ 

(4) 山王小学校 

・ 活動場所  ：体育館、校庭 

・ 運営スタッフ：１４人  

・ 登録児童  ：１２０人（うち放課後児童クラブ利用者 ５２人） 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

男 １５ １８ ８  ３ ０ １ ４５ 

女 ３４  １９  ９ １ １ １ ６５ 

計 ４９ ３７ １７ ４ １ ２ １２０ 

資料７



 

 

(5) 天真小学校 

・ 活動場所  ：図工室、校庭 

・ 運営スタッフ：１３人  

・ 登録児童  ：９０人（うち放課後児童クラブ利用者 ４３人） 

 

 

 

 

 

(6) 城南小学校 

・ 活動場所  ：体育館、校庭 

・ 運営スタッフ：１５人  

・ 登録児童  ：１５３人（うち放課後児童クラブ利用者 ４９人） 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

男 ３０ １５ １８ ５ ４ ６ ７８ 

女 ２７ １８ ７ １０ ７ ６ ７５ 

計 ５７ ３３ ２５ １５ １１ １２ １５３ 

６ 活動の様子 

【学習】              【室内遊び】            【外遊び】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 成果と課題 

(1) 成果 

・ 市内全ての小学校で放課後子ども教室が開設されており、地域全体で子どもたちを見守り、育てる環境

が着実に整備されてきている。 

・ 毎年、多数の児童が登録してきていることから、この取組は子どもや保護者にとっては、地域に欠かせな

い子育て支援の取組の一つになってきている。 

・ 教室での過ごし方のルールが浸透し、異学年同士一緒に遊んだり勉強を教え合ったりする姿が見られてい

る。 

・ 放課後子ども教室、放課後児童クラブでの連携を密にしていて、平成３１年度も放課後児童クラブと合同で

のイベント（１０月２６日）を実施する予定である。（多賀城小放課後子ども教室と多賀城小放課後児童クラ

ブ） 

(2) 課題 

・ 仕事や体調不良のために従事できないスタッフが増えてきていることは明らかな課題であるが、新規

での運営スタッフの希望もあり、今年度は６名が新規採用として従事している。 

・ 熱中症及び台風などによって活動を中止せざるを得ないことがあった。わくわく広場の開催日が多く

なることを保護者は望んでいるもの、次年度以降、夏休みの開催については再考する必要がある。 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 計 

男 １４ ２０ ０ ４ ４ １ ４３ 

女 １３ ２４ ４ ４ １ １ ４７ 

計 ２７ ４４ ４ ８ ５ ２ ９０ 



　

課題やニーズの集約

・関係部署の情報集約

・個別支援会議の内容共有

（気になる子、要保護児童、特別支援

学級、健診後の支援状況など）

・困難ｹｰｽの支援方針の検討等

など

・情報の共有

・現状、課題の整理

・支援目標・支援方針の検討

・支援状況の確認、支援方針の修正

など

・療育担当者会議及び個別支援会議

の事業報告

・各機関における関係事業及び制度

内容の共有

・課題やニーズについての意見交換

など

療育情報の共有

情報提供

・集約等

［事務局:保健福祉部社会福祉課］







平成３１年度保育課関係事業について 

令和元年１０月２４日 保健福祉部保育課 

 

 平成２８年１０月に策定した多賀城市公立保育所再編計画に基づき、公立保育所２

か所を市全体の保育施策の中心を担う基幹保育所とし、その他の公立保育所は民営化

するため下記の取組を行っています。 

 

１.公立保育所民営化進行状況                          

【笠神保育所（平成３１年度から民営化）】 

・平成３１年４月から 学校法人東北外語学園による運営開始 

民営化後のモニタリング（法人ヒアリング、三者協議会、

保護者アンケート）、園舎建替えに向けた協議等を実施 

・令和３年４月から 園舎を建替え、認定こども園として運営予定 

【鶴ヶ谷保育所（令和２年度から民営化）】 

・平成３０年１２月９日 

第２回多賀城市公立保育所民営化に係る運営法人選定委員会開催 

企画提案により学校法人旭ケ丘学園を運営法人候補者として選定 

・平成３１年１月４日 学校法人旭ケ丘学園を運営法人とすることに決定 

・平成３１年３月２日 保護者説明（選定運営法人紹介、民営化後の運営内容、三

者協議会の設置） 

 ・令和元年１０月１日 引継に係る合同保育開始 

  

２.基幹保育所としての取組状況                           

基幹保育所となる公立保育所は市全体の保育施設や子育て世帯を対象に、保育の質

の向上及び地域子育て家庭への支援を目的として裏面の取組を行っています。 

また、平成２９年度から策定に係る検討を行ってきた多賀城市基幹保育所運営方針

を、令和元年８月に策定しました。 

【平成３１年度の取組（基幹保育所移行期間）】 

・市内で開催される関係会議や、小規模保育事業所等を訪問するなど、様々な情報

を収集し、対応について学ぶ 

・関係機関（次世代包括センター、子育てサポートセンター、児童館児童センター

等）と連携し、相談事業・訪問事業のあり方を検討する。 



平成３１年度　公立保育所の取組状況 令和元年10月24日現在

対象となる取組 内容 主な取組

特定保育・教育施設
施設長会議
（年3回）

【誰が】
特定教育・保育施設 施設長
（認可保育所＋認定こども園）
【誰に】同上
保育の質向上を目指した検討や情報交換
の場

【日時】4月25日、10月25日(予定）、2月7日(予定）
【内容】保育協議会、保幼小連携事業、保育展等企画
【参加対象】17施設 施設長

特定保育・教育施設
主任会議
（年3回）

【誰が】
特定教育・保育施設 主任
（認可保育所＋認定こども園）
【誰に】同上
情報交換や話し合いを通じて、マネジメ
ントを学び合い保育実践に活かす場

【日時】6月5日、9月4日、1月9日（予定）
【内容】職員間での情報共有、保護者対応、
　　　　職場内研修の運営方法等の意見交換
【参加対象】17施設 主任保育士

教育・保育従事者研修
会（年1回）

【誰が】
公立保育所(4)を中心とした認可保育所
【誰に】市内教育・保育関係者
保育を巡る今日的話題の講演会で広く子
育て支援者を対象

【日時】5月19日10:00～14:15
【内容】
　第1部　講師　宮城学院女子大学　熊坂聡教授
　演題「保育とソーシャルワーク」
　～現場ができている支援、現場だからできる支援
　に気づく～
　第2部　グループワーク　年齢別クラスで情報交換
【参加人数】第1部　171人　第2部　65人

研修受講報告会
（年2回）

【誰が】
公立保育所(4)職員（ファシリテータ―）
【誰に】市内保育関係者
市内保育施設の保育士が受講した研修を
シェアし、現場に活かすワークショップ

【日時】①10月31日13:15～14:45（予定）
　　　　②1月29日13:15～14:45（予定）
【内容】研修報告、グループワーク
　　　　（乳児保育、幼児教育、障害児保育、
　　　　　大学派遣研修）

【誰が】公立保育所(4)職員＋保育課
【誰に】小規模保育事業所等、認可外保
育施設
【いつ】問題が見えた段階で随時
保育士訪問、電話相談

・実施の地域型保育事業監査時（保育課に同行）保育
の現場確認、助言・指導
・所内のケース検討に参画し、助言等

【誰が】公立保育所(4)職員＋保育課
【誰に】小規模保育事業所等、認可外保
育施設
【いつ】年２回

・7月19日13:30～15:00　グループワーク　保育所に
おける保護者支援、気になる子支援　参加19人

保育活動の連携
（随時）

【誰が】公立保育所(4)
【誰に】小規模保育事業所等、認可外保
育施設
日常的保育交流、保育イベント参加

【取組例】
・地域活動「人形劇鑑賞」へ小規模保育事業所を招待
等
・園庭、プール等施設使用し交流

保育における
専門的知見の活用

【誰が】児童発達支援センター
【誰に】認可保育所＋認定こども園
　巡回相談の活用

【日時】各保育所　年3回ずつ
【内容】保育所に在籍する障害児や気になる子への対
応や保護者支援について太陽の家の専門職（臨床心理
士、作業療法士等）から助言指導をうける。

早期療育へ繋ぐ
仕組みづくり

【誰が】社会福祉課（事務局）
【誰に】学校教育課、子育て支援課、保
育課、保育所、児童発達支援センター等
療育担当者会議参画、療育担当者の設置

【日時】4月から毎月第3月曜日
　　　　15:00～16:30
【内容】療育担当者会議へ参画し、個別支援会議に出
席

保幼小連携事業

【誰が】公立保育所を中心として
【誰に】市内幼稚園、保育所、小学校
小１ギャップの解消に向けた話し合い等
を通じて、課題解消に向けて徐々に輪を
広げ、年４回実施
平成30年度から保育課、学校教育課、幼
稚園連合会の共同主催

【日程】①6月14日、②7月～9月、③9～12月、
　　　　④1月23日
【内容】①新一年生に関する情報交換　参加71人
　　　　②小学校教諭による保育所訪問
　　　　③年長児による小学校訪問
　　　　④今年度の成果、課題についての振り返り
　　　　　及び次年度の取組について共有

すこやかファイル
の積極的活用

【誰が】教育・保育機関が
【誰に】子ども、保護者、関係者
子どもの切れ目ない支援のために活用

・全入所児童（公立保育所）にすこやかファイルの配
布、個別支援計画にすこやかファイルを導入し、保護
者との個別面談にて活用

関係機関の話し合いや
情報交換の場づくり

【誰が】公立保育所(4)
【誰に】子育て世帯
子育て支援施設との連携

子育てサポートセンター、西部児童センター、鶴ヶ谷
児童館職員による情報交換の場（三館合同会議）への
参画を通じて事業の連携を図り、児童・保護者への支
援を効果的に行う。

子育てに関する不安解
消の場づくり

【誰が】市内保育施設
【誰に】保育所申込者、保護者、市民
全教育・保育施設が参画する「保育展」
の実施

市内保育施設24か所及び太陽の家の保育の取り組みや
子ども達の様子を紹介し、保育所の社会的役割や子ど
も達の成長発達の支援、保護者支援などを紹介する。
【日程】
市役所ロビー：10月24日～11月1日

市内教育・保育施設等
に対する支援
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～安心して子どもを産み育てることができる環境をつくる～ 

健康課の主な取り組み 

 保健福祉部健康課 

子育て世代包括支援センター母子包括支援事業  

健康課と子育て支援課（すくっぴーひろば）が連携し、相談窓口を充実しながら、子育てに役立つ情

報やサービスの紹介、個別相談等、市民一人ひとりにあった子育てに関するどんなことでも相談できる

仕組みとして、子育て世代包括支援センターを平成30 年10 月から開始しました。 
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〇電話とメールで専門スタッフが相談を受ける 

ほっとライン（Ｈ30.10～Ｈ31.3実績：66件） 

 

〇母子健康手帳を交付したすべての妊婦さんに 

専門スタッフから直通電話で連絡し、妊娠期の 

不安や体調等について伺う予防的支援の 

ほっとコール（Ｈ30.10～Ｈ31.3実績：１１８件） 

※要支援妊婦会議で検討したケースの約４割は母子健康手帳交付時には特に問題がなく、 

その後の環境変化等により経済的な問題や産後のイメージがわかない、家族との関係など新たな問題を抱えていた 

 

〇妊娠期から出産、子育てに役立ち、子育てを応援するプランの視点が入った 

多賀城市オリジナル冊子を各種保健事業で配付      

（Ｈ30.10～Ｈ31.3実績：配付数1,769件、支援が必要な方と一緒に作成したプランの件数294件） 

 

 
Ｈ30年度の主な相談内容： 
相談の多くは妊娠期から乳幼児期で、学童期の相談
は必要な相談先へつなぐなどの支援を実施 
 
（妊娠期） 
・産後の支援（家事支援、物品貸出等）・出産施設 
・育児不安・保育所に関すること 
（乳児期） 
・病気やケガへの対応・発育や発達・離乳食 
（幼児期） 
・発育や発達・健診後の確認 
（学童期） 
・癇癪やストレスの対応 

健康課とすくっぴーひろばで受けた相談のうち、情報共有して支援し

たほうが良いケースについては、子育て支援課も含めて毎月「相談

支援連携会議」で共有し支援の方向性について話し合います。 

Ｈ30.10～Ｈ31.3実績：健康課184件、すくっぴーひろば443件 

相談支援連携会議での共有ケース33件 



子育て支援課の主な取り組み 

  
 保健福祉部子育て支援課 

 

１． 放課後児童健全育成事業                       

（１） 放課後児童クラブ施設整備   

・平成27 年度から 30 年度までに 9 支援単位を整備し、17 支援単位としました。 

（２） 利用時間と受入学年の拡大  

・平成31 年度からは、市内在住で市外小学校に通学する児童にも受入れを拡大しました。 

・平成31 年度からは、年末年始休業日を 12 月29 日から翌年1 月3 日までに短縮します。 

 

小学校在籍児童数と放課後児童クラブ登録者数（令和元年5 月1 日現在）            (単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金給付事業 （平成31 年度事業）          

児童扶養手当受給者のうち、未婚のひとり親の方に対し臨時・特例の措置として、給付金を支給す

るものです。 

・支給対象（見込み）者数 （平成31 年3 月31 日現在）          (単位：人) 

児童扶養手当受給者数 
うち未婚の児童扶養手当 

受給資格者数 
未婚の児童扶養手当 

受給者数 

670 66 56 

・基準日      令和元年10 月31 日 

・支給額      17，500 円 

・スケジュール案    

申請書発送  令和元年7 月末 

受付期間    令和元年8 月1 日～令和2 年2 月3 日 

支給日     原則として、令和2年１月10日 （児童扶養手当と同日に口座振込により支給） 

 

児童数 登録数 割合 昨年比 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合

多賀城 3 570 134 23.5% 5.9% 55 51.4% 30 35.3% 29 33.7% 14 15.9% 5 4.8% 1 1.0%

多賀城東 3 485 116 23.9% -5.3% 31 41.9% 37 43.5% 32 32.3% 10 13.5% 5 6.0% 1 1.4%

城南 4 711 157 22.1% -2.7% 33 32.7% 55 43.7% 32 26.7% 22 17.5% 9 7.0% 6 5.5%

天真 2 437 111 25.4% 5.6% 40 51.3% 33 45.8% 29 34.5% 6 10.2% 3 4.7% 0 0.0%

山王 3 791 204 25.8% 1.2% 60 48.8% 60 37.7% 36 25.0% 20 18.2% 15 12.2% 13 9.8%

八幡 2 273 81 29.7% 7.0% 20 45.5% 19 38.8% 23 46.9% 9 20.0% 9 22.5% 1 2.2%

合計 17 3,267 803 24.6% 1.2% 239 45.4% 234 40.6% 181 31.1% 81 16.1% 46 8.5% 22 4.1%

4年 5年 6年
学校名

支援単位

(学級)数

合計 １年 2年 3年



３． 家庭相談事業                         

社会福祉主事2 名、家庭相談員3 名の 5 名体制で、家庭内の子育てに関する不安や DV、離婚など

について悩みを持つ方に寄り添った相談を受け、虐待の未然防止や早期発見、解決に向けた支援を行

っています。 

 

                                 

 

①相談種類別処理件数（対応ケース実数）  （単位：件）

30年度 29年度 28年度

児童虐待相談 149 98 90

虐待相談以外 64 95 93

0 2 1

肢体不自由 0 0 0

視聴覚障害 1 1 1

言語発達障害 0 0 0

重度心身障害 0 1 0

知的障害 3 3 3

自閉症等 1 0 1

虞犯行為 1 4 2

触法行為 0 0 1

性格・行動 10 6 7

不登校 7 3 3

適正 0 0 0

育児・しつけ 6 3 0

32 11 16

274 227 218合  計

保健相談

区  分

養護相談

障害相談

非行相談

育成相談

その他

②虐待をした者の内訳     （単位：件）

30年度 29年度 28年度

父 65 57 36

母 79 40 51

その他 5 1 3

合計 149 98 90

種別
児童虐待

③虐待種類別内訳       （単位：件）

30年度 29年度 28年度

身体的 27 16 23

心理的 88 52 43

面前DV (57) (32) (23)

ネグレクト 33 30 24

性的 1 0 0

合計 149 98 90

児童虐待
種別


